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平成２３年度厚生労働省関係予算案



国の一般歳出の約５３％は社会保障関係費
（少子高齢化に伴い、一般歳出に占める社会保障関係費が急増している。）

歳出 歳入

歳出
９２４，１１６
（１００．０）

歳入
９２４，１１６
（１００．０）

（億円、％）

一般歳出
５４０，７８０
（５８．５）

国債費
２１５，４９１
（２３．３）

地方交付税
交付金等
１６７，８４５
（１８．２）

社会保障
２８７，０７９
（３１．１）

公共事業
４９，７４３
（５．４）

文教及び
科学振興
５５，１００
（６．０）その他

１０１，１０７
（１０．９）

防衛
４７，７５２
（５．２）

租税及び印紙収入
４０９，２７０
（４４．３）

公債金収入
４４２，９８０
（４７．９）

その他収入
７１，８６６
（７．８）

所得税
１３４，９００
（１４．６）

法人税
７７，９２０
（８．４）

消費税
１０１，９９０
（１１．０）

その他
９４，４６０
（１０．２）

特例公債
３８２，０８０
（４１．３）

建設公債
６０，９００
（６．６）

一般歳出に占める
社会保障関係費の割合
→ 約５３％

年度 歳出総額 一般歳出 社会保障関係費

２３ ９２４，１１６ ５４０，７８０ （１００％） ２８７，０７９ （５３％）

１９ ８２９，０８８ ４６９，７８４ （１００％） ２１１，４０９ （４５％）

１５ ８１７，８９１ ４７５，９２２ （１００％） １８９，９０７ （４０％）

（億円）
一般歳出に占める社会保障費の割合の推移

平成２３年度 国の一般歳出と社会保障関係費



厚生労働省予算の約９８％は年金、医療等の給付費の国庫負担などの義務的経費

厚生労働省予算
２８９，６３８
（１００．０）

（億円、％）

義務的経費
（年金・医療等の経費）

２７７，５５３
（９５．８）

義務的経費

（年金・医療等
の経費を除く）
５，０２３
（１．７）

裁量的経費
６，７７９
（２．３）

公共事業
関係費
２８３
（０．１）

年金
１０３，８４７
（３５．９）

医療
９８，７４４
（３４．１）

介護
２２，０３７
（７．６）

雇用
２，２５９
（０．８）

福祉等
５０，６６７
（１７．５）

その他
７，０６２
（２．４）

人件費等
５，０２３
（１．７）

※ 厚生労働省予算は、少子高齢化
に伴い、制度改正を行わなくても毎
年度増加（自然増）する傾向。

近年の自然増の推移

年度 自然増額（億円）

１９ ７，４５０

２０ ７，２００

２１ ８，７００

２２ １０，８００

２３ １２，４００

平成２３年度 厚生労働省予算の概要



（22年度当初予算額） （23年度予算案） （対22年度増額）

27兆5,561億円 28兆9,638億円 （＋1兆4,077億円）

（単位：億円）

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］

平成23年度厚生労働省予算案（一般会計）の全体像

区 分

平成２２年度

予 算 額

（Ａ）

平成２３年度

予 算 案

（Ｂ）

増 △ 減 額

（Ｃ）

(（Ｂ）－（Ａ）)

増 △ 減 率

（Ｃ）／（Ａ）

一 般 会 計 ２７５，５６１ ２８９，６３８ １４，０７７ ５．１％

社会保障関係費 ２７０，７９３ ２８５，１５３ １４，３６０ ５．３％

科学技術振興費 １，１２５ １，０９０ △３５ △３．１％

その他の経費 ３，６４３ ３，３９６ △２４７ △６．８％



区 分

平成22年度

予 算 額

（Ａ）

平成23年度

予 算 額

（Ｂ）

増△減額
（Ｃ）

（（Ｂ）－（Ａ））

増△減率
（Ｃ）／（Ａ）

特 別 会 計 ８４２，６９３ ８３８，５６３ △４，１３０ △０．５％

労働保険

特別会計
５３，０７８ ４２，５６９ △１０，５０９ △１９．８％

年金特別会計 ７８９，６１５ ７９５，９９４ ６，３７８ ０．８％

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］

（単位：億円）

平成23年度厚生労働省予算案（特別会計）の全体像



平成２３年度 厚生労働省予算案のポイント

【平成２３年度予算概算要求時の主な課題】 【平成２３年度予算案】

○子ども手当１．３万円の上積み ○５大臣合意（平成22年12月20日）
・3歳未満の子ども一人につき月額2万円に増額（＋7,000円）

・現物サービスを拡充するための新たな交付金（500億円）を創

設

・所得税の増収分、厚生労働省の平成23年度予算の見直し

（200億円）等により財源を確保。所要の法律案を通常国会に

提出 など

○基礎年金国庫負担割合の１／２維持 ○平成23年度は臨時の財源（※）を確保し、国庫負担
割合１／２を維持
（※）臨時財源の内訳

・（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構の利益剰余金（1兆2000億円）
・財政投融資特別会計の積立金・剰余金（1兆588億円）
・外国為替資金特別会計の剰余金（2309億円）

①求職者支援制度の創設

②雇用保険国庫負担本則戻し

①雇用保険制度の付帯事業として恒久化。所要の法案
を通常国会に提出（平成23年10月施行予定）

②平成23年度においては実施せず、引き続き検討
※ 雇用保険における国庫負担を法律の本則で

ある１／４に戻す。（現在は１／４に55％
を乗じた割合）

※ 財源については、予算編成過程で検討。

・平成24年度以降は、税制抜本改革により安定財源の確保が

図られる年度の前年度までについて、基礎年金給付費の２

分の１と36.5％との差額を税制抜本改革により確保される財

源を活用して国庫の負担とするよう、必要な法制上・財政上

の措置を講ずるものとする。
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